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本スライドは，法律家以外の一般の方（主に技術者）
の方に向けて，直観的に理解していただけることを
目指して作成したものです。 
法律論としての厳密な正確性は犠牲にしている部分
がありますので，ご容赦ください。

主な参考文献： 

「新版 情報化時代の名誉毀損・プライバシー侵害をめぐる
法律と実務」（静岡県弁護士会編，平成22年） 

「ビットコイン等のいわゆる仮想通貨に関する法的諸問題
についての試論」（片岡義広 弁護士，平成26年6月6日） 

当事務所の実務経験
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自己紹介



自己紹介

名古屋で弁護士をしています 

•民事事件を中心に 
•相続，離婚，交通事故，倒産なども 
•刑事ももちろん 
•「ITに強い弁護士」



自己紹介

弁護士になって10年目です 

•茶のしずく石鹸被害救済愛知弁護団 
事務局長 

•破産管財人や相続財産管理人も 
•愛知県弁護士会や日本弁護士連合会
の委員会での活動



自己紹介

しかし，情報系の出身です 

•工学修士（情報工学） 
•元システムエンジニア（社内向け） 
•システム監査技術者（平成18年） 
• iPhoneアプリ「民事利息電卓」 
（法律実務家向け）



自己紹介

ぜひアクセスしてください 

• [  http://相談しよう.みんな  ] 
（事務所Webサイト） 

•事務所Facebookページ 
•個人のFacebookページ



自己紹介

ふだんから感じていること 

• ITが関連する法律問題が， 
質・量ともに非常に多くなってきた 

•毎日，事件報道の何割かをIT関係が
占めるほどに 

•ほとんどの弁護士がIT非対応



ITと司法の事件簿 2014
•「忘れられる権利」の実務

•著作権法違反への対応

•ビットコインが提起する法的課題
Mt. Gox破産処理  
仮想通貨の法律上の位置づけ

• ITによるプライバシーの侵害
パーソナルデータの活用事例と「気持ち悪さ」 
GPSの捜査利用

•その他

自己紹介



「忘れられる権利」の実務



「忘れられる権利」の実務

何が起こっているのか？ 

•ある時に発信された情報や意見が，
いつでも・いつまでも，容易に 
検索・閲覧されてしまう



「忘れられる権利」の実務

何が起こっているのか？ 

•Webサイト ・ ブログ 
•掲示板 
• SNS 
• 公開のタイムライン 
•グループ



「忘れられる権利」の実務

何が起こっているのか？ 

•いわれのない誹謗中傷の書込み 
•社会的評価を傷つける報道や意見 
•プライバシーに関する情報 
•過去の犯罪報道 
•これらの情報にリンクする検索結果



「忘れられる権利」の実務

どうやって「忘れてもらう」か 

•記事の投稿者による削除 
•サイトの運営者による削除 
•いずれも削除に応じない場合



「忘れられる権利」の実務

記事の投稿者による削除 

•掲示板上やメッセージなどで， 
直接願い出てみる 

•サイトの運営者を通じ， 
投稿者への連絡を試みる



「忘れられる権利」の実務

サイトの運営者による削除 

•サイトの運営者に願い出てみる



「忘れられる権利」の実務

サイトの運営者による削除 

•サイトの運営者に願い出てみる

Googleへの削除依頼のページ



「忘れられる権利」の実務

サイトの運営者による削除 

•サイトの運営者に願い出てみる

Googleへの削除依頼のページ



「忘れられる権利」の実務

サイトの運営者による削除 

•「侵害情報の通知書 兼 送信防止 
措置依頼書」を提出してみる

テレコム書式



「忘れられる権利」の実務

サイトの運営者による削除 

•サイトの運営者に願い出てみる 

•「侵害情報の通知書 兼 送信防止 
措置依頼書」を提出してみる

侵害情報の通知書 兼 送信防止措置依頼書



「忘れられる権利」の実務

サイトの運営者による削除 

•サイトの運営者に願い出てみる 

•「侵害情報の通知書 兼 送信防止 
措置依頼書」を提出してみる

侵害情報の通知書 兼 送信防止措置依頼書



「忘れられる権利」の実務

サイトの運営者による削除 

•法務省人権擁護機関（法務局内）に
よる削除要請



「忘れられる権利」の実務

問題点 

•強制力がない 

•海外のサイト運営者への効力に疑問
がある



「忘れられる権利」の実務

いずれも削除に応じない場合 

•警察へ通報？ 告訴？ 

•サイト運営者を相手取り， 
投稿記事削除の民事裁判手続



「忘れられる権利」の実務

投稿記事削除の民事裁判手続 

•仮処分申立て 

•訴訟提起



「忘れられる権利」の実務

仮処分手続（民事保全法） 

•訴訟だと判決を得て権利を実現する
までに時間がかかり，その間に現状
変更による支障などが生じるため， 
比較的簡易な手続によって， 
とりあえず勝訴したときと同様の 
状態を緊急に確保する裁判手続



「忘れられる権利」の実務

仮処分手続で得られる決定 

•出てくる決定は「仮に削除せよ。」
という命令 

•もっとも，「仮に削除」された記事
が後で復活されることはまずない



「忘れられる権利」の実務

仮処分命令を得るために 

•表現の自由との兼ね合い 

•「当該表現行為によって，被害者が
事後の金銭賠償によっては回復が 
不可能か，著しく困難になる程度の
重大な損害を被るおそれ」が必要



「忘れられる権利」の実務

仮処分命令を得るために 

•誹謗中傷の程度が強いとはいえない 

•第三者から見て誰のことか不明 

•現実世界の誰のことか不明 

•犯罪報道（真実のもの）からまだ 
間がない



「忘れられる権利」の実務

仮処分命令を得るために 

•誹謗中傷の程度が強いとはいえない 

•第三者から見て誰のことか不明 

•現実世界の誰のことか不明 

•犯罪報道（真実のもの）からまだ 
間がない

残念な 
結果に…



「忘れられる権利」の実務

仮処分命令を出すと言われたら 

•保証金を法務局で供託する 

•供託したことを裁判所に届け出る



「忘れられる権利」の実務

仮処分命令が得られたら 

•サイトの運営者側が自ら削除をして
くれる場合が多い 

•サイトの運営者側に，仮処分命令が
出たことを伝える必要がある場合 
あり



「忘れられる権利」の実務

削除が実現したら 

•完全削除 または 送信停止 

•大元が削除されれば，いずれ検索も
されなくなる 

•ミラーサイト対策を要する場合も



一件落着。

「忘れられる権利」の実務

一件落着。
…とはまだなりません。



「忘れられる権利」の実務

慰謝料請求をどうやって行うか 

•削除が実現したとしても， 
その記事が公開されていた間の 
慰謝料や損害賠償を請求したい 

•しかし，多くの場合で投稿者が不明



発信者情報開示請求の実務



発信者情報開示請求の実務

投稿者の特定のために 

•削除請求と合わせて， 
発信者情報開示を求める手続をする
ことが通例



発信者情報開示請求の実務

発信者情報開示請求の手続

 サイト運営者側に発信者情報開示請求（仮処分）

 プロバイダ等に発信者情報開示請求（訴訟）

IPアドレス　タイムスタンプ

氏名  住所  メールアドレス等

投稿者に損害賠償請求
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発信者情報開示請求の実務

発信者情報開示請求の手続
 サイト運営者側に発信者情報開示請求（仮処分）

 プロバイダ等に発信者情報開示請求（訴訟）

IPアドレス　タイムスタンプ

氏名  住所  メールアドレス等

投稿者に損害賠償請求

 プロバイダ等に発信者情報消去禁止請求
（ログを消させない）



発信者情報開示請求の実務

勝訴判決を得るために 

•発信者のプライバシー・表現の自由
との兼ね合い 

•「侵害情報の流通によって開示の 
請求をする者の権利が侵害された 
ことが明らかである」ことが必要 
（明白性）



発信者情報開示請求の実務

一段ハードルが上がる 

•たとえ名誉毀損が成立しても， 
違法性なしとされる場合がある 

•このような場合に当たらないことを
証明する必要あり



発信者情報開示請求の実務

名誉毀損について 

•人の社会的評価を低下させること 

•虚偽の内容での誹謗中傷が典型 

•内容が真実でも名誉毀損になり得る



発信者情報開示請求の実務

違法性なしとされる場合 

•公共の利害に関する事実，　かつ 

•専ら公益を図るという目的，かつ 

•事実が真実であること，　または 
真実であると信ずるにつき相当 
の理由があること



発信者情報開示請求の実務

違法性なしとされる場合 

•公共の利害に関する事実，　かつ 

•専ら公益を図るという目的，かつ 

•事実が真実であること，　または 
真実であると信ずるにつき相当 
の理由があること



発信者情報開示請求の実務

もろもろの問題点 

•サイト運営者が外国法人の場合 

•特定された人物（組織）と投稿者と
が一致しない場合 

•プロキシサーバやTorなどが利用 
されていた場合



一件落着。

発信者情報開示請求の実務

一件落着。
…に近づいてきましたが…。



発信者情報開示請求の実務

費用対効果の問題 

•多くの場合，認容される慰謝料額は 
100万円もいくかどうか 

•対して，発信者情報開示に要する 
費用や時間は…



発信者情報開示請求の実務

「忘れられる権利」今後の見通し 
（私見） 

•削除はしやすくなる方向。 
裁判を経なくとも実現しやすく 

•発信者情報開示は難しくなる方向。 
投稿者特定に技術的に至りにくく



著作権法違反への対応



著作権法違反への対応

著作権法違反に基づく請求が来た ! 

•動画コンテンツの事例 

•有償のソフトウェアの事例



著作権法違反への対応

著作権法違反しちゃった！ 

•動画コンテンツの事例 

•有償のソフトウェアの事例



著作権法違反への対応

8300万円の損害!? 

•計算の仕方としては一応ありうる話 

•損害額 ＝ 
　侵害者の譲渡等数量 
　　  × 権利者の単位当たりの単価



著作権法違反への対応

ほかの計算の仕方 

•損害額 ＝ 侵害者が得た利益 

•損害額 ＝ ライセンス料相当額



著作権法違反への対応

落としどころ 

• FC2により得られる「収入」の 
しくみ



著作権法違反への対応

関連事件 

•著作権法違反の動画投稿を行った 
者ら４名を逮捕（平成26年９月） 

•「300万円稼いだ」という者も 

•違法行為を世界に大公開…



著作権法違反への対応

著作権法違反に基づく請求が来た ! 

•動画コンテンツの事例 

•有償のソフトウェアの事例



著作権法違反への対応

著作権法違反に基づく請求が来た ! 

•動画コンテンツの事例 

•有償のソフトウェアの事例

企業リスト



著作権法違反への対応

おそらく… 

•ソフトのアクティベーション時， 
起動時などに通信して， 
IPアドレスやシリアルナンバーの 
情報を収集し，裏付けは既に完了



著作権法違反への対応

著作権法違反に基づく請求が来た ! 

•動画コンテンツの事例 

•有償のソフトウェアの事例



著作権法違反への対応

判例の状況 

•「顧客が正規品に示された販売代金
を支払い，…プログラムの正規複製
品をインストールして複製し（て）
使用…できる地位を獲得する契約態
様（の）場合においては，…損害額
は…正規小売価格と同額と解する」



著作権法違反への対応

落としどころ 

•基本的には判例に沿った解決 

•不正利用を多数行って賠償額が高額
になる場合，分割支払での解決も



ビットコインが提起する法的課題



ビットコインが提起する法的課題

仮想通貨の出現 

•Mt. Gox（ビットコイン取引所）の
破産処理 

•仮想通貨の法律上の位置づけ



ビットコインが提起する法的課題

Mt. Goxの破産処理 

•平成26年4月，破産手続開始決定 

•世界に多数あるビットコイン取引所
のうち，１つが破産したにすぎない 

•ビットコインのしくみ自体の問題で
はない



ビットコインが提起する法的課題

Mt. Goxの破産処理 

•Mt. Goxは，ビットコインの取引を
する顧客のために，顧客の金銭や 
ビットコインを預かっていた 

•顧客のビットコインはどうなるか？



ビットコインが提起する法的課題

破産手続とは 

•経済的に立ちゆかなくなった 
債務者が有する，ある一時点の財産
を債権者に平等に分配する手続 

•手続後，法人は解散。 
個人の場合は，以後取立てが 
されなくなることが多い 免責



ビットコインが提起する法的課題

ビットコインと破産手続 

•ビットコインを預けていた顧客は
Mt. Goxの債権者か 

•債権者だとすると， 
「ビットコイン預託債権」を 
どう分配するのか 

•国際倒産の問題



ビットコインが提起する法的課題

「ビットコイン預託債権」の扱い 

•債権者として扱う 

•原則： ビットコインを現金化  
本件： ビットコインのまま分配？



ビットコインが提起する法的課題

仮想通貨の法律上の位置づけ 

•我が国で「通貨」とは， 
「貨幣」と「日本銀行券」 
（通貨法2条3項）



ビットコインが提起する法的課題

仮想通貨の法律上の位置づけ 

•「一様ノ形式ヲ具ヘ箇々ノ取引ニ基
カスシテ金額ヲ定メ多数ニ発行シタ
ル証券ニシテ紙幣類似ノ作用ヲ為ス
モノト認ムルトキハ財務大臣ニ於テ
其ノ発行及流通ヲ禁止スルコトヲ得」
（紙幣類似証券取締法1条1項）



ビットコインが提起する法的課題

仮想通貨の法律上の位置づけ 

•「有価証券」ではない 
（同法2条1項） 

•「通貨」ではないから， 
「金融商品」でもない 
 （同法2条24項）



ビットコインが提起する法的課題

仮想通貨の法律上の位置づけ 

•「同一の種類のものが多数存在し、
価格の変動が著しい資産であつて、
当該資産に係るデリバティブ取引
（…）について投資者の保護を確保
することが必要と認められるもの」?
（金融商品取引法2条24項4号）



ビットコインが提起する法的課題

仮想通貨の法律上の位置づけ 

•「為替取引」？ 
（銀行法10条3項）



ビットコインが提起する法的課題

仮想通貨の法律上の位置づけ 

•前払式支払手段の一つとして， 
「証票等に記載され、又は電磁的方法に
より記録される…数量に応ずる対価を得
て発行される証票等又は番号、記号その
他の符号（…）であって、発行者等に対
して、提示、交付、通知その他の方法に
より、…請求することができるもの」 
（資金決済法3条1項2号）



ビットコインが提起する法的課題

仮想通貨の法律上の位置づけ 

•「「古物」とは、一度使用された 
物品（…）若しくは使用されない 
物品で使用のために取引されたもの
又はこれらの物品に幾分の手入れを
したもの」 （古物営業法2条1項）



ビットコインが提起する法的課題

仮想通貨の法律上の位置づけ 

•一定の記録等を義務づける 
「特定事業者」に， 
ビットコイン取引所が該当しそうな
ものは見当たらない 
（犯罪収益移転防止法2条1項）



ビットコインが提起する法的課題

仮想通貨の法律上の位置づけ 

•「有価証券」や「債権」ではない 
 → 金融税制は適用されない 

•取引所で市場価格が形成されている
から「資産」 
 → 譲渡所得税の適用がある



ビットコインが提起する法的課題

仮想通貨の法律上の位置づけ 

•有価証券，外為法上の支払手段等の
譲渡，金融取引，商品券やプリペイ
ドカード等物品切手等の譲渡などの
場合，消費税は非課税 

•ビットコインはどれにも当たらない
→ 事業者の仮想通貨の売買に課税?



ビットコインが提起する法的課題

仮想通貨の法律上の位置づけ 

•「その他の財産権」に対する 
強制執行 
（民事執行法167条） 

•ビットコインを差し押さえることは
不可能ではない 

•現実に，どうやって債権者（の口座）
に移転させるか？



ITによるプライバシーの侵害



ITによるプライバシーの侵害

パーソナルデータに関する「騒動」 

• Suica利用履歴を駅利用の分析に 
利用しようとしたが，中止 

• JR東日本，日立



ITによるプライバシーの侵害

パーソナルデータに関する「騒動」 

•大阪ステーションシティの来客行動
を顔認識により分析しようとしたが，
中止 

• JR西日本， 
独立行政法人情報通信研究機構



ITによるプライバシーの侵害

パーソナルデータに関する「騒動」 

•民間事業者の能力活用による図書館
運営に伴い，利用履歴とＴカードと
のひも付け（Ｔポイントも付与） 

•武雄市，CCC



ITによるプライバシーの侵害

パーソナルデータに関する「騒動」 

•新風館（京都の複合施設）の来客の
服装認識を基に行動分析をしていた 

•文部科学省より文書で注意 

•新風館，京都大学



ITによるプライバシーの侵害

パーソナルデータや個人情報の収集 

•収集活動がどんどん行われることは
もはや誰にも止められない 

•いつの間にか…というケースには，
予防のしようがない 

•「手口」の報道などには常に注意



ITによるプライバシーの侵害

警察など捜査機関による収集 

•捜索・差押え（強制処分）か 
実況見分（任意処分）か 

•プライバシー権などの基本的人権 
との兼ね合い 

•強制処分には，裁判所の令状が必要



ITによるプライバシーの侵害

捜査でのGPSの活用 

•捜査対象者の車両にGPSを 
取り付け，行動確認などに使用 

•本人に無断，かつ，令状もない 

•全国各地の警察で行われている 
もよう



ITによるプライバシーの侵害

対して，民事では… 

•浮気調査などを行う探偵が， 
対象者の車両にGPSを取り付ける 

•一晩1万円くらいでできる 

•得られた証拠を，裁判所はふつうに
採用する



最後に



最後に

名古屋IT弁護団を立ち上げました 

•ほとんどの弁護士がIT非対応 

•そこで…



最後に

名古屋IT弁護団を立ち上げました 

•ほとんどの弁護士がIT非対応 

•そこで…



弁護士・システム監査技術者 
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